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第２９回国土審議会土地政策分科会企画部会 

平成２８年６月２１日 

 

 

【総務課長】  定刻となりましたので、ただいまから土地政策分科会企画部会を開催さ

せていただきます。 

 本日は、委員の皆様にはご多用のところご参集いただき、まことにありがとうございま

す。事務局を務めさせていただきます土地・建設産業局総務課長の永森でございます。本

日付で着任いたしましたので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日、お手元にお配りしております資料についてですが、議事次第の記載のとおりでご

ざいますので、ご確認をお願いいたします。あわせて座席表もお手元に置かせていただい

ておりますので、ご参照いただければと思います。資料の不足等ございましたら、議事の

途中でも結構ですので、事務局にお申しつけいただければと存じます。 

 また、審議の中でご発言をいただく際には、目の前にございますマイクのスイッチをオ

ンにしていただき、ご発言の終了後はスイッチをオフにしていただきますよう、お願いを

申し上げます。 

 以降は中井部会長に進行をお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

【中井部会長】  それでは早速でございますけれども、議事次第に従いまして進行させ

ていただきたいと思います。本日の議題は、「土地政策の新たな方向性２０１６」（素案）

についてということでございます。 

 本日の議事進行ですが、事務局より取りまとめの素案についてご説明いただき、質疑応

答と意見交換を行いたいと思います。 

 事務局とも少し相談したことなんですけれども、企画部会としての取りまとめ案は、奥

野国土審議会会長、御厨土地政策分科会会長にも報告をした後、意見をいただいてから取

りまとめたいと考えております。したがいまして、本日は素案について審議を行いまして、

部会としての最終的な取りまとめは、次回の部会で行いたいと思います。 

 とは申しましても、既に委員の皆様方からは、これまでの部会等々で多種多様なご意見

をいただいておりまして、本日の素案には、それらがかなりの程度反映されたような形に

なっていると聞いております。まだ本日の部会でもご意見を頂戴して、最終的な取りまと

めを次回に向けてということでございますが、国土審議会会長、土地政策分科会会長への
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ご報告もありますので、なるべく最終形に近いような形までは、きょうの意見交換の中で

方向性が見出せればと考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは事務局より、「土地政策の新たな方向性２０１６」（素案）の説明を、お願いい

たします。 

【総務課企画専門官】  土地建設産業局総務課の峰村でございます。それでは私のほう

から、資料は３点ございますけれども、資料２の素案を中心にご説明させていただきます。

資料１につきましては、素案の概要をまとめたものでございますので、お手元に置きなが

らご確認いただければと思います。また資料３でございますけれども、素案の本文中に注

釈をつけてありまして、本文記載に関係する、これまで企画部会でもお示ししてきました

資料を中心にまとめた、参考資料でございます。これについては個別にはご説明いたしま

せんけれども、別途参考にしていただければと思います。 

 それでは資料２をごらんください。 

 まず表紙でございます。「土地政策の新たな方向性２０１６」、サブタイトルが「土地・

不動産の活用と管理の再構築を目指して」でございます。 

 表紙をおめくりいただきますと委員名簿がありまして、これまでの開催経緯、それから

３ページ目ですけれども、目次がついております。 

 それでは、４ページ目からが本文になります。まず「はじめに」ということで、冒頭３

行目から始まっております、読み上げますが、「「人口減少」＝「土地需要や地方が消滅す

る」ことなのか。「コンパクト化」＝「土地を切り捨てる」ことなのか。そうであってはな

らない。」という始まりで書いております。 

 これを受ける形で８行目でございますが、「有史以来、いまだ経験したことのない急激な

人口減少が少なくとも今後数十年間は続く中で」、こういった困難な命題に挑戦をしなけれ

ばならないという認識を書いております。 

 それに対する一つの答えの例示として、１２行目から１４行目に３つほど書いてござい

ますけれども、このように「ピンチをチャンスに変える逆転の発想が必要である」という

ふうに書いてございます。 

 １８行目からは、本格的な人口減少社会を迎えるに当たって、国土形成計画、社会資本

整備重点計画等におきまして、生産性や社会コストを意識したさまざまな戦略が打ち出さ

れております。こうした戦略に沿って、これからの土地政策につきましては、２５行目か

らでございますけれども、人々の住まい方、働き方などの状況、変化を踏まえながら、需
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給サイド、供給サイド両面から、積極的な土地・不動産の活用を促していくための、具体

的な戦術を構築していくことが求められるとしております。 

 具体的な戦術として、大きく３点、その後に記載してございます。５ページの８行目で

ございますけれども、これによりまして、生産性向上等を図り、人口減少下であっても経

済成長を支え、人口増加局面では実現できなかった土地利用の仕方も含め、国民が豊かさ

を実感できるような土地政策を目指していくべきであるとしております。 

 １２行目からは、これまでの審議状況について触れております。 

 １６行目からの段落につきましては、土地政策の新たな方向性について、宅地ストック、

こちらは住宅地や工業用地など建物の敷地に供せられている土地を指しておりますけれど

も、このマネジメントに焦点を当てていくという旨を記載してございます。 

 最後の段落では、人口減少を踏まえた対応は待ったなしであるということで、２４行目、

２５行目ですけれども、施策の具体化と必要な諸制度の見直しに向けた検討を、早期に進

めることを期待するという形で、締めくくっております。 

 次に６ページ以降、１．土地政策の変遷と現在の立ち位置を、簡単にまとめてございま

す。 

 ３行目からの段落につきましては、土地政策の基本的な役割について、これまで言われ

てきたことをまとめて書いてございます。 

 ８行目からは、高度成長期からバブル期にかけて、どのような土地政策が行われてきた

かということを、簡単にまとめております。 

 １８行目からは、バブル崩壊後における長期的な地価の下落の中で、どのような土地政

策が行われてきたかについて、記載してございます。 

 ２８行目からは、２００２年ごろからの地価の下げどまり傾向を踏まえまして、土地政

策の再構築という取りまとめ、文書が策定されました。 

 ７ページの７行目からにつきましては、前回でございますけれども、２００９年に当部

会で土地政策の中長期ビジョンが策定されまして、こちらの戦略ビジョンでは、１３行目

にありますが、不動産の利用価値を高めていくことを基本戦略として位置づけられており

ます。 

 これらを踏まえまして、１９行目でございますけれども、時々におけるさまざまな諸条

件に応じて、土地政策が変遷し、重要な指標となる地価の大きな変動に合わせて、政策転

換が行われてきた旨を書いてございます。 
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 ２５行目からは、有史以来初めてとなる長期的な人口減少という大きな転換期の中で、

宅地ストックをいかにうまくマネジメントしていくかが大きな課題であること、それから

市場のみでは対応できない課題を克服し、経済社会の活力を維持、成長させていくという

新たな命題に挑戦していく必要性を書いております。 

 ８ページ以降ですが、２．土地政策を取り巻く状況について、主なものを記載してござ

います。 

 大きく２つのパートに分かれていまして、１つ目が生産性向上や経済成長につながる動

きということでございます。これにつきましても①と②という形で記載してございまして、

①が新たな成長分野等における土地需要の発生ということでございます。新たな成長分野

において、土地・不動産に対する需要が拡大しているという具体的な例としまして、１２

行目は、国際的な都市間競争の中での、高水準なオフィスビル等の需要拡大について記載

しております。２２行目につきましては、訪日外国人旅行者数の増加に伴う、宿泊施設の

需要拡大について記載してございます。 

 続きまして９ページでございます。１０行目からでございますが、Ｅコマース市場の拡

大等に伴う、大規模物流施設の需要拡大について記載してございます。 

 それから１０ページの最初ですけれども、高齢者人口の大幅な増加等に対応した、ヘル

スケア施設の需要拡大について記載してございます。 

 次に１３行目から、②不動産と金融・ＩＴの融合の進展でございます。まず１つ目に不

動産投資市場の発展でございますが、１５行目から、Ｊリート市場が２００１年からスタ

ートしてから、大きく成長を遂げたことについて記載してございます。２１行目からの段

落ですが、Ｊリート市場を初めとする不動産投資市場については、不動産ストックの質的、

量的拡大に必要な民間資金を調達する役割や、国内外の多様な投資家の金融資産の、安定

的な運用を図る役割を果たしている旨を記載してございます。 

 それを受けまして、１１ページの最初の段落ですが、閣議決定もされておりますが、不

動産投資市場の成長目標も、最近掲げられているということでございます。 

 続きまして６行目以降でございますが、不動産とＩＴの融合の進展ということでござい

ます。Real Estate Tech、不動産テックと呼んでおりますが、こういう動きが世界で急成

長しているということ、それから１３行目以降では、我が国においても特に不動産業にお

いては、ＩＴ化のおくれが指摘されてきたものの、クラウドサービス等の普及、進展に伴

って、さまざまな新たなサービスも登場しているということでございまして、１８行目以
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降に具体的な例を書いてございます。 

 こうした不動産テックの成長が、２４行目以降ですが、ユーザーの利便性向上であると

か、空き家、空きスペースの流通、 有効活用の促進、不動産業の生産性向上に資すること

が期待されております。 

 続きまして、１２ページ以降でございます。こちらは人口減少に伴う土地利用の変化等

に関する動きをまとめたものでございます。 

 ①は、生産性や社会コストを意識した、基盤整備等の重要性の高まりについてでござい

ます。社会資本のストック効果や、密度経済の効果を高める戦略的な取り組みの必要性に

ついて、まとめております。具体的には、新たな国土形成計画において、重層的かつ強靱

なコンパクト＋ネットワークという考え方が打ち出されたこと、あるいは７行目でござい

ますが、社会資本重点計画においては、社会資本のストック効果の最大化という考え方も、

打ち出されております。 

 また少し飛びますけれども、１７行目においては、都市経営の分野においてもまちなか

重視、あるいはコンパクト＋ネットワークという考えも踏まえた、密度の経済による都市

の生産性を高める方向性が打ち出されているということでございます。こうした最近の動

きを記載してございます。 

 １３ページでございますが、災害リスクの高い地域の土地利用ということで、前回のビ

ジョン取りまとめ以降に起こっている大きな動きとしまして、東日本大震災あるいは最近

の熊本地震の例を取り上げてございます。総じて、１２行目でございますが、我が国は災

害に対して脆弱な国土であるということで、最後、１５行目あたりですが、災害リスクの

高い地域については、国土強靱化や社会コスト、持続可能性の観点から、改めて土地利用

のあり方を検討していく必要があるとしております。 

 続きまして１８行目から、②空き家・空き地等の増加と土地の所有・利用意欲の減退に

ついてでございます。 

 まず１９行目からが、空き家の増加についてでございます。全国で空き家の増加が深刻

な問題になっている旨を、まず書いてございます。また２４行目からは、空き家の増加を

とめるのは容易ではないということ、それから今後１０年程度に、相続等を契機として空

き家となる不動産が、加速度的に大量発生する可能性がある旨を記載してございます。 

 １４ページでございます。こちらは空き地の増加についてでございます。３行目でござ

いますが、利活用が有効でない空き家が多いという課題も重要であるという認識を示した
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上で、これは住宅宅地分科会における試算になりますけれども、それから考えますと利活

用が有効でない空き家というのは２７２万戸に及ぶと。そうしたことから、９行目以降で

ございますが、こうした空き家の多くは、空き家のまま有効利用するだけでなく、更地に

して有効利用していくという発想の転換が必要、空き地をいかに有効利用していくかとい

う問題と密接に関連していると考えられ、空き家問題はすなわち空き地問題であると記載

してございます。 

 利用目的がなく、これらの空き家が除却された場合、空き地も加速的に増加する可能性

がございます。国土交通省における調査によりますと、１６行目ですが、空き地が１０年

間で約１.４倍に増加したという推計がございます。特に増加分の大半が、相続・贈与によ

る取得、平成に入ってからの取得となってございます。空き地につきましても、相続等を

契機として今後増加する可能性がある旨、記載してございます。 

 ２３行目からでございます。国民の意識等の変化としまして、２５行目でございますが、

「土地は預貯金や株式などと比べて有利な資産か」という質問に対して、「そう思う」と回

答した人の割合が、調査開始以来、最低であるという結果がございます。また２９行目で

ございますが、「低未利用地を誰が責任を持って管理するべきか」という質問については、

１０年前と比べまして、「地方公共団体・国」と回答する者が増加していると。土地の所有

に大きな価値があることを前提とした制度の見直しが、必要になってきているという認識

を書いてございます。 

 また７行目から８行目ですが、カシニワ制度を例示してございますが、都市部でも収益

性以外の社会性や、金銭価値にできない豊かさを評価して、土地を活用していく動きが見

られるというふうに記載してございます。 

 １１行目からは、放棄宅地問題の顕在化というふうにしておりますが、特に１５行目に

ございます、所有者の所在の把握が難しい土地という問題への対応については、さまざま

な現場で課題が生じているということ、それから１９行目ですけれども、加えて今後は空

き家対策に取り組む市町村においても、直面する課題となる可能性があると。法律の施行

に伴いまして、新たに空き家の実態調査に乗り出す市町村が増えるというふうに見られて

おります。 

 こうした動きを契機としまして、この報告案では、２７行目ですけれども、所有者の所

有利用意欲が失われ、相続登記を含め管理されずに放棄された宅地、これを放棄宅地とい

うふうに定義しておりますけれども、こうした実態が明らかになるとともに、放棄宅地が
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空き家の活用等の支障になる可能性があるという認識を、記載してございます。 

 以上の状況を踏まえて、１６ページでございますが、３ポツとして当面の土地政策の新

たな方向性について、記載してございます。 

 まず方向性について触れる前に、今後の土地利用がどうなるのかという認識を、まず記

載してございます。３行目以降でございますが、新たな国土形成計画において、２０５０

年の長期を見通すということで、ここに記載のあるような推計がなされております。そこ

で明らかになっているのは、人が住まなくなる土地や、人口密度が低下する土地が増加す

るということでございます。１０行目からでございますが、今後こうした将来に至る過程

においても、昨年決定されました国土利用計画において、２０２５年の宅地の規模を２０

１２年と同程度とするという目標が定められていますように、全国的に見れば宅地供給の

フローが増え続ける時代ではなくなってきている、という認識を示してございます。 

 こうした認識も踏まえまして、当面の土地政策の新たな方向性として、大きく３つの柱

立てをしております。１８行目からでございますが、１点目は国土利用や社会資本整備の

戦略に沿って、成長分野の土地利用を確実に捉え、経済成長を支える土地利用を実現する

こと。２つ目がこれまでに蓄積された宅地ストックをうまく使い、国民生活の質の向上に

資するような、豊かな土地利用を実現すること。こうした２つのことを実現するために、

これまでのような都市計画など、一定エリアでの面的な土地利用の規制や誘導も必要でご

ざいますけれども、これだけではなく、以下の３つのフェーズからなる土地利用の個別条

件に対応した最適な活用、管理、これを宅地ストックマネジメントと書いてございますが、

これをスピード感を持って実現することであると考えてございます。 

 ３つのフェーズにつきましては、これまで企画部会におきましてもいろいろご議論いた

だいてきておりまして、その議論を集約した形で３点にまとめております。 

 まず１点目が、１７ページの２行目でございますが、成長分野の確かな需要に的確に対

応し、時機を逸することなく、的確かつ柔軟に資金を供給し、円滑に土地・不動産を供給

すること、これを最適活用というふうに定義してございます。 

 ２つ目でございますが、低・未利用の土地・不動産ストックについて、例えば広く豊か

な土地利用であるとか、住宅以外の多様な用途での利用といった活用の選択肢を増やし、

隠れた需要を顕在化させること、これを創造的活用というふうに定義してございます。 

 ３つ目でございますが、宅地ストックが放棄されることによって、周辺の土地利用への

阻害要因などとならないように、活用が難しい土地を継続的に管理すること、これを放棄
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宅地化の抑制というふうに呼んでおります。 

 この３つのフェーズに応じた、宅地ストックマネジメントが必要ということでございま

す。その際の留意事項、１７行目でございますが、行政のみならず市民、地域のエリアマ

ネジメント団体等、多様な主体が緊密に連結していくことが重要であるということ、すな

わち多様な主体による活用、管理の努力と工夫を重視していくことを記載してございます。 

 また２１行目でございますが、最適活用や創造的活用を支える情報基盤の充実、資金供

給や税制のあり方、規制誘導のあり方、地域の合意形成の仕組みなど、土地政策を支える

施策ツールの検討についても、鋭意進めていく必要があるというふうにしております。 

 １８ページ以降は、新たな方向性を踏まえました施策展開についてまとめてございます。

４つございまして、それぞれについて基本的な考え方と、当面の主な施策というふうに分

けて記載してございます。 

 まず１点目が、最適活用の実現ということでございます。これにつきましては８行目か

らでございます。まず１点目が、工業団地のような大規模な面的開発というのは、今後実

施主体や開発適地も限られてくる一方で、１２行目でございます、社会資本のストック効

果を発揮できる物流分野等を初め、成長分野の土地需要が高まっていると。このため、成

長分野の土地需要に的確に対応し、土地・不動産活用の円滑化を図ることが求められてい

る、ということが１点目でございます。 

 また２０行目でございますが、成長分野において、投資家等からの資金を呼び込んで、

安定的、持続的に不動産ストックの形成、再生、活用を図ることが不可欠であり、不動産

投資市場のさらなる活用が求められるとしております。 

 また２５行目、「なお」からでございます。成長分野も時代の趨勢とともに変化すること

に留意し、定期借地権制度の一層の普及促進、市場の動向の把握、分析、機動的な施策の

見直しを行っていくことも重要であるということについて、記載してございます。その後

の「また」でございますが、今後、成長分野を拡大していくことも需要であるということ

を記載してございます。 

 １９ページ目からでございます。当面の主な施策として、何点か上げてございます。 

 まず１点目、①成長分野の土地需要を踏まえた、土地・不動産活用の円滑化の重点的支

援ということでございます。これにつきましては、特に１０行目に書いてあります都道府

県が産業集積に係る戦略を立案し、市町村と共有することや、市町村に対する相談窓口の

一元化、支援体制の構築を図ること、これは埼玉県から、企画部会において発表していた
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だいたことを踏まえて書いてございます。その点と、１５行目ですけれども、物流、工場

等の産業機能は、ネットワークのノード上への立地を促進することが重要ということでご

ざいます。 

 こういった観点から、地方公共団体が行う方針づくり、適地のリストアップ、官民対話

等を支援するとともに、関係者が早い段階から情報共有し、調整が円滑に開始できるよう

な場づくりに取り組む必要があるとしております。 

 その後、２１行目からは、②不動産投資市場のさらなる成長に向けた環境整備について、

記載してございます。 

 ２７行目は成長分野でのリートによる投資促進ということで、成長分野の不動産につい

て、リートによる投資促進のための支援措置を継続、拡充ということで、これは主に税制

による支援を想定して記載してございます。 

 ２０ページ目の５行目、６行目ですけれども、リートによる良質な不動産取得の促進の

ために、施設性能に関する情報の見える化を図ること、それから１５行目でございます、

地方における不動産証券化に関する人材育成支援に関すること。それから２４行目ですけ

れども、不動産特定共同事業の充実に関すること。３１行目はＰＲＥ、ＣＲＥの活用促進

について、記載してございます。 

 ２１ページ目でございますが、ＣＲＥの活用促進について記載してございます。 

 ２２ページ、③不動産流通の活性化・不動産市場の国際化への対応ということでござい

ます。不動産流通の活性化につきましては、１１行目からでございますが、投資や円滑な

買いかえを通じた不動産ストックのフロー化を促進する必要があるということで、こちら

も税制を想定した記載をしてございます。それから１７行目、建物状況調査、インスペク

ション等を活用した、住宅の品質に関する情報提供の充実ということで、こちらは先の国

会で宅建業法の改正がなされましたことを踏まえて、記載してございます。 

 それから２２行目、不動産市場の国際化への対応ということでございます。２６行目に

書いてありますが、市場規模の割にはインバウンド投資が活発でないという課題、あるい

は２３ページ目、２行目の地方や実務の現場では、外国人向けの対応が十分とは言えない

という課題に対応するために、４行目以降でございますが、媒介契約約款等の法的文書の

外国語対応や、地方の不動産投資案件の形成を図るための海外の不動産投資家等の連携に

ついて、記載してございます。 

 ２４ページ以降は、２つ目の創造的活用の実現ということでございます。 
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 まず１つ目、６行目でございますが、個々の土地所有者の事情によって、土地利用が個

別、散発的に変化する中で、これまでの面的な規制誘導や基盤整備を中心とした考え方か

ら、可能なところから個別の条件に対応して土地活用を試みる動きを官民で積み上げて、

創造的活用を実現していくという発想に、転換していくことが重要であるという記述をし

ております。 

 次に１９行目からでございますが、住宅や宅地としての活用や、単一の目的・機能での

活用、あるいは収益が上がる活用にこだわらず、隣地との一体利用、移住、起業、高齢者

福祉のための活用、複合的な目的・機能での活用、ＮＰＯ等の地域のエリアマネジメント

団体による活用、都市の緑や農としての活用等、隠れた多様な需要を喚起することが求め

られるとしております。合わせて「志ある資金」等を活用することも、記載してございま

す。 

 ２７行目以降でございます。プロフェッショナルの活用と多様な主体による連携という

ことでございますが、３１行目にありますように、専門知識やノウハウをも必要とする問

題のために、活用が進まない土地も多いということから、２５ページの２行目にあります

ように、行政と不動産の専門家が連携して対処していく必要があること、あるいは４行目

以降でございますが、所有者が管理することが困難な土地・不動産については、地域コミ

ュニティによって管理されることも期待ということでございます。こうした土地利用を地

域全体で安定的、継続的に考えていくための、エリアマネジメントの仕組みが求められて

います。 

 また昨今、一定の用途に従って利用されていた宅地を、ほかの用途に転換しようとする

場合、地域内にさまざまな意見があって合意形成が難しいケースも見られるということで、

そうした課題に対応した合意形成の仕組みが求められるという課題認識についても、記載

してございます。 

 また１３行目、土地・不動産の寄附に関する国民意識と行政のミスマッチ解消というこ

とで、これまでもさまざまご議論いただいているところです。１９行目のところ、寄附を

受ける理由や条件、あるいは行政が寄附を受けた後に、地域コミュニティや第三者が利用

や管理を行うといった出口戦略が必要ということで、ただやみくもに、所有者が土地・不

動産を要らないと言ったからといって、行政が寄附を受けなければいけないということで

はないということを意識して、記載してございます。 

 具体的な施策でございます。２５行目、①空き家・空き地等の新たな流通、活用スキー
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ムの構築ということでございまして、２６行目以降に記載してございますのは、地方の空

き家・空き地等の活用につきましては、さまざまな課題がございますけれども、この点、

宅建業者の協力やそのネットワークの活用によって、活用方策についての相談、アドバイ

ス、あるいは利活用が有望な物件の見きわめということが、期待されるのではないかと考

えてございます。 

 ２６ページの３行目から、「このため」ということで、行政、地域住民や宅建業者等のプ

ロフェッショナルが、それぞれの強みを生かして連携するような協議会等のエリアマネジ

メントの仕組みを通じて、遠隔地での居住等のため不要となった空き家・空き地等の寄附

による受け入れや売却等により、隠れた多様な需要を喚起しつつ、空き家・空き地等を地

域全体や市場で活用する、取り組みの促進を図る必要があるというふうにしてございます。 

 また８行目でございますが、全国の空き家・空き地バンクに登録された物件情報を集約

化し、民間の不動産情報サイトとも連携しながら、全国に情報発信可能な、標準的なシス

テムの整備を検討するということで、これは後ろのほうにも再度出てきてございます。 

 また、少し中長期的課題になるかもしれませんが、１１行目、空き地等の寄附等や活用、

管理に当たって、所有者と行政、民間事業者等の間に介在するような組織等の、制度的枠

組みの検討の必要性についても記載してございます。 

 １５行目以降は、「志ある資金」等の活用による空き家・空き店舗等の再生、活用という

ことでございまして、１８行目ではクラウドファンディング等の新しい手法も、地域の小

規模不動産再生にとって重要、有効であるという認識を書いてございますが、２１行目で

すが、空き家・空き店舗等の再生のため、組合形式で出資を行って、不動産の売買や賃貸

による収益を配当として投資家に還元する場合、不動産特定共同事業法が適用されますが、

これについては許可基準のハードルが高い、電子化に対応していないという課題がござい

ます。こういった課題に対応できるような枠組みについて、必要な検討を行う必要がある

と記載してございます。 

 続きまして２７ページ、③広く豊かな土地利用の推進ということでございます。４行目

でございますが、これまでの人口増加局面では実現し得なかった、居住環境の向上を図る

チャンスが訪れているということで、３点ほど例を挙げてございます。 

 １点目が、６行目以降でございますけれども、市街地のスプロール化の中で発生した街

区基盤が未整備、接道条件が悪い、敷地が小さ過ぎるといったマイナス条件を、例えば９

行目にありますような隣地取得や賃貸借によって一体的に利用することや、点在する土地
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の集約化を図ることが有効ではないかということ、それから１８行目でございますが、ま

ちなか防災空地のとしての活用例がある旨、書いてございます。また２１行目でございま

すが、新たに閣議決定されました都市農業振興基本計画を踏まえまして、都市農地の保全

や空き地となった宅地を、農地や緑地等に転換していくことも有効である旨、記載してご

ざいます。 

 ２７行目以降、こうした人口減少局面のチャンスを生かす取り組みを拡大させるために

は、土地所有者等への働きかけや、土地所有者等と使いたい第三者をマッチングさせるこ

とが不可欠であって、既存の枠組みにとらわれない仕組みを検討していくこと、また隣地

取引に際しては、リバースモーゲージの活用についても検討する必要があること、また２

８ページの５行目でございます、「その際」ということで、国交省の調査では隣地取引の約

８割は、建物を除却した状態で土地取得がされているということから、空き家についても

除却すべきものの除却を促進していくことが重要であることを、記載してございます。 

 続きまして２９ページでございます。（３）最適活用・創造的活用を支える情報基盤の充

実ということでございます。 

 ５行目に基本的な考え方として、土地・不動産に関する情報の充実と、その利活用を促

進することは、透明で効率的な市場を形成する上で不可欠な基盤づくりであるとして、こ

れまでも土地政策において重要な課題とされてきております。具体的には、公示地価の制

度、あるいは不動産取引価格の公開という形で、取り組みを進めてきております。 

 １４行目につきましては、オープンデータを活用した付加価値や生産性の高い不動産関

連サービスが登場していることを記載してございます。 

 １９行目からは、こうした流れを一層促進して、土地・不動産活用の円滑化や、不動産

業の生産性の向上を図る、あるいは不動産市場の透明性を高め、実需に基づいた投資を促

進する、こうしたためにも、行政が持っている土地・不動産に係る情報の量、多様性、正

確性、頻度、速度、可読性等を高めるなど、情報基盤の充実を図る重要性が高まっている

ということを記載してございます。 

 ２７行目につきましては、クラウドサービス等の技術を積極的に活用していくことが必

要ということを、記載してございます。 

 ３０ページの最初の段落につきましては、長く都市政策を支えてきた伝統的な情報基盤

である、地籍整備や鑑定評価制度についても、制度固有の課題に適切に対応すること、社

会、時代のニーズや新たなテクノロジーの活用に、的確に対応していくことが必要と記載
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してございます。 

 当面の主な施策としましては、１２行目ですが、不動産データのオープン化の促進とい

うことで、具体的には、鑑定評価の情報のうち物件の収益性に関する情報については、で

きるだけ早い時期に公開すること、それと例えば地図情報との重ね合わせによる価格分析

などの二次活用がしやすいデータ形式で、民間に提供する必要がある旨を記載してござい

ます。 

 ２３行目からは、商業用不動産価格指数、これはことしの３月末に試験運用を開始して

おりますけれども、今後必要な改善を図っていくことや、指数については速報性の向上を

図っていくということを記載してございます。 

 ３１ページ目につきましては、６行目ですが、土地基本調査など、既存の統計調査の充

実、改善を図る必要性、あわせて国の統計調査だけでは限界もあるということで、１０行

目ですが、国は民間における不動産関連サービスとも、適切な役割分担のもと相互の連携

や必要な支援、補完を行う必要があるとしてございます。 

 ②はＩＴを活用した空き家・空き地バンクの標準化、統一化ということで、多くの自治

体においては空き家・空き地バンクの開設が行われてございますけれども、１６行目に書

いてありますように仕様が統一されていない、あるいはバンクに関する情報を一元的に提

供しているサイトもありますが、情報が標準化されていないということで、全国の登録物

件を効率的に検索できず、条件に見合う物件探しが難しくなっていると。このため、効果

的なマッチングにつながるように、先ほども出てきましたけれども、標準的なシステムと

しての情報基盤の整備を検討する必要について、記載してございます。 

 ２５行目以降が、③効果的・効率的な地籍整備の推進ということで、まず最初に基本的

な考え方を、数行にわたって書かせていただいております。地籍調査により地籍の整備を

行うことについては、土地取引の円滑化等々、多岐にわたる効果を発揮するものであると

いうこと。それから、地籍調査は土地に関する最も基礎的な情報を整備する、極めて重要

な取り組みであり、限られた資源のもとで着実に進展させるためには、整備効果の高い調

査への重点化や、調査の効率化を図る必要がある旨、記載してございます。 

 ３２ページ、４行目からは整備効果の高い地籍調査の推進ということで、防災対策に資

する地籍調査の推進であるとか、地籍調査を社会資本整備の前に先行して実施することに

よって、整備の円滑化を図る取り組み、このために関係部局間の連携が重要であることな

どを記載してございます。 
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 ２４行目からは、ＩＴを活用した効率的な地籍調査の推進について、記載してございま

す。 

 続きまして３３ページでございます。５行目からでございますが、④土地・不動産活用

のための鑑定評価の充実としまして、証券化対象不動産の鑑定評価を担う不動産鑑定士の

計画的な育成、確保のほか、最近では、１０行目でございますが、ホテル、ヘルスケア施

設等につきましては、動産と不動産を一体として評価する需要が高まっていて、こうした

ニーズに対応した評価手法を確立する必要がある旨、あるいは１５行目でございますが農

地については、競売、公売等の公的部門の評価等々、ニーズも高まっており、必要な制度

の見直しについて検討することを記載してございます。 

 ⑤につきましては災害リスク情報の充実、提供ということで、これまでに取り組んでい

ること、これから取り組んでいくことも含めて、記載してございます。 

 最後の４つ目、３５ページでございますが、放棄宅地化の抑制ということでございます。

最初の段落では、所有者の所在の把握が難しい土地の存在など、国民が土地に価値を見出

さなくなってきている問題は、既に宅地にも及んできており、今後も深刻化する可能性が

あるということ。それから１０行目でございますが、こうした土地の発生は、小さな単位

で徐々に、かつ静かに進行するということで、これまで行政においては十分情報を把握で

きていなかったこと、抜本的な対策がとられていなかったことについて、書いてございま

す。 

 １５行目ですが、東日本大震災における教訓、長期的な人口減少下での土地需要の変化

を考えますと、これからは避けて通れない課題であるという認識を書いてございます。 

 こうした問題に加えまして、１９行目でございますが、所有者だけでなく、市場や地域

も価値を見出せない土地・不動産、災害リスクの高い土地、都市のコンパクト化の過程で、

土地利用の見直しが求められるような土地を含めて、誰が、どのような方法で継続的に管

理していくべきか、あるいはどのような管理水準が望ましいのかなど、新しい時代にふさ

わしい管理のあり方を提示していくことが求められています。また２６行目ですが、将来

に向かって、所有者の所在の把握が難しい土地が増加しないようにすることも、重要な課

題としております。 

 ３２行目からが、①新たな管理システムのあり方の検討ということでございまして、３

６ページの最初ですが、所有者の所在の把握が難しい土地の実態把握に努めることや、放

棄宅地等活用が困難な土地の管理、帰属のあり方等について、本格的な議論を行っていく



 -15-

必要があること。例えばということで、不在者財産管理制度も含めた民法に基づく財産管

理制度について、８行目から１０行目に書いてありますように、さまざまな課題が指摘さ

れていることから、関係省庁が連携して検討する必要があることを記載しております。 

 また１３行目でございますが、従来からの防災対策を俯瞰する意味で、土地所有者が不

要となった土地の寄附を活用した、公的管理の必要性なども検討する必要がある旨、記載

してございます。 

 １８行目、②所有者情報の確実な把握のための環境整備ということで、不動産登記法に

基づく相続登記は任意とされていること、固定資産課税台帳の納税義務者の情報が、所有

者の把握のためには重要でございますが、全ての所有者情報が把握できているわけではな

いという課題を記載しております。 

 今後でございますが、関係団体が連携して働きかけを行っていく必要に加えて、相続登

記等のさらなる促進方策の検討についても、関係省庁が連携して議論を行っていく必要が

あるというふうに記載してございます。 

 最後のページ、３７ページでございます。５．施策の推進に向けてということで、最後

にまとめております。 

 ２行目、３行目には、土地についての基本的な政策、都市政策を改めて記載してござい

ます。７行目からは、今回提示した宅地ストックマネジメントは、従来からの地価対策を

中心とする伝統的、全国画一的な土地政策の延長線上にあるものとしてではなく、各地域

が地域ごとの土地利用の条件を踏まえ、それぞれの解決策を積み重ねることが不可欠であ

るという認識を記載しております。 

 また１１行目からは、多くの分野での取り組みや複数の政策手法での対応が必要であっ

て、関係者間の緊密な連携や英知、ノウハウの結集が求められるということでございまし

て、重要な点として、１５行目、予算、税制、制度のあり方について総合的に検討してい

くこと、それから１９行目でございますが、土地政策と密接に関連する分野との連携、関

係省庁による連携の必要性を書いてございます。 

 さらに２２行目以降につきましては、今後経済のグローバル化等により、土地・不動産

市場も国際情勢等の影響を受けやすくなっているということもありまして、今後土地政策

の方向性や具体策についても、必要な見直しを行っていくことについて、記載してござい

ます。 

 以上、長くなりましたが、素案についてご説明させていただきました。 
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【中井部会長】  はい、ご説明ありがとうございました。 

 それでは委員の皆さんから、ご意見やご質問でも結構ですので、ご発言をお願いしたい

と思います。いかがでしょうか。 

 はい、清水委員、どうぞ。 

【清水委員】  何点かあるんですが、まず６ページ目の２５行目に、不動産証券化とい

う言葉があって、ここで初めてこの書類では登場するんですが、注釈でその説明を書いて

いただいています。この説明はよろしいんですが、この説明の内容からすると、ここで言

う不動産証券化というのは、不動産投資信託は入らないという解釈になるのかなと思うん

ですね。それはそれでいいんですが、やはり不動産投資信託、Ｊリートというのが、バブ

ル崩壊後に行った大変重要な土地政策ですので、もしこの不動産証券化がいわゆる資産流

動型の証券化だけど対象としていて、不動産投資信託は違うんだということであれば、こ

この２５行目に相当する段落の中に、不動産投資信託も加えるべきではないかという気が

します。これが第１点目です。 

 第２点目は、７ページ目の２７行目から２８行目にかけて、「土地の所有・利用意欲の減

退・喪失の問題等、市場のみでは対応できない課題」とあるんですが、言わんとすること

はわかるんですが、この土地を普通の私有財、財であるというふうに読みかえると、財に

対してその「所有や利用意欲の減退・喪失の問題」、こう言われると、これはまさにマーケ

ットの問題で、自分で買いたくない、効用がないから買いたくない、持ちたくないという

ものは購入を控える、購入しないという、極めて普通のマーケットにおける購買行動です

から、こういう書き方をするとちょっと混乱するかなという気がいたします。 

 あと１０ページ目で、前回の勉強会のときも申し上げたんですが、１５行目にＪリート

市場とあって、解説が、注釈ですとリートのうち日本の証券取引所に上場している金融商

品と。これはこれで間違った定義ではないと思うんですが、私の理解は、土地政策として

このＪリートというのをやり始めたときの考え方は、アメリカに既に不動産投資信託とい

う制度があって、それをたまたまReal Estate Investment Trustの頭文字を取ってＲＥＩ

Ｔという名前をつけてたんですね。それで法律体系が全く違う我が国に導入するに当たっ

て、我が国で関連する法制度を改正して、日本型のＲＥＩＴをやり出そうということにし

たのが、Ｊリートではないかと思うんです。それからだんだんそれが商品名に、金融商品

としてＪリートという名前がついてきた。ということで、これはこれで理解はできるんで

す。 
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 私が気になるのは、もしこれを金融商品と定義した場合、今度は後半で１９ページから

リートの話がたくさん出てきますよね。ここはＪをつけずに一般論としてのリートという

書き方をして、１９ページの２３行目で初めてリート（不動産投資信託）という言葉が出

てくるんですね。 

 このあたりの用語の使い方というのが、何か読者にとってはちょっと混乱するようなと

ころがあるので、この辺もう一度、リートとは何なのか、不動産投資信託とは何なのか、

それは証券化の１種類なんだけれども、要はあくまで証券化する有価証券を売り出すこと

によって投資信託を募るというものですから、広い意味では証券化なんですけれど、ただ

投資ビークルをどうのこうのという話では、私はないと思っていて。 

 そのあたりをまず整理していただくのと、あと、Ｊリートとリートという使い方。リー

トを不動産鑑定士の制度として捉えるのか、一般名詞としての、不動産への投資信託の頭

文字を取っただけの省略形として捉えるのかということですね。このあたり、ぜひ専門家

の方がいらっしゃるわけですから、整理して、混乱のないようにしていただきたいという

ことです。 

 長くなって済みませんが、最後にもう１点だけ。最後の３７ページで、推進に向けてと

いうことですが、７行目から８行目に、「今回提示した宅地ストックマネジメントは、従来

からの地価対策を中心とする伝統的、全国画一的な土地政策の延長線上にあるものとして

ではなく」と、これは大変、従来とは違うんだということを引き出し、訴えるためにいい

んですが、私はちょっとこの「伝統的、全国画一的な土地政策」で、従来あったのか、何

でそういうことが言えるのかなというのが若干、これまでやってきた土地政策が、本当に

全国画一的にやってきたんだろうか、そう言ってしまっていいんだろうか、先人の皆様に

申しわけないような気が若干しますので、このあたりどういう思いで書かれたのか、これ

だけはちょっと聞いてみたいと思います。 

【中井部会長】  それでは、最後のところは事務局へのご質問ということですので、い

かがでしょうか。 

【総務課企画専門官】  おっしゃるように、「地価対策を中心とする伝統的、全国画一的」

というのはちょっと、誇張し過ぎる表現なのかなと思いますが、やはりこれから人口減少

に向かう中で必要な施策ということと、これまでの違いということをより鮮明に出したい

ということで、こういう表現を使わせていただいているんですけれども、先生のご懸念に

添えるようないい表現がないかどうか、もう少し検討していきたいと思います。 
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 あと、先ほどのＪリートとリートなんですけれども、Ｊリートは上場されているリート

のことを言っているんですけれども、それ以外にも非上場のリートとか、そういうのを総

称してリートという形で、ここの中では使っているという趣旨でございます。 

【清水委員】  なるほど。もしそうであれば、６ページでバブル崩壊後にされた土地政

策がいろいろ紹介されますよね。その中にもきちっと、不動産投資信託リートというのを

ここで入れて、ここで説明の注釈でもつけておけば、その後、混乱はないのかなという気

がいたします。 

【総務課企画専門官】  わかりました。検討します。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 ほかにはいかがでしょうか。では、奥田委員。 

【奥田委員】  非常に多岐にわたるいろいろな意見をくみ上げていただいて、これだけ

のものをつくっていただいて、本当に素晴らしいと思いました。 

 何点か、細かいところで気になるところがありましたので、指摘させていただければと

思います。 

 まず先ほど清水委員からもご指摘のありました７ページの２７、２８行目の「土地の所

有・利用意欲の減退・喪失の問題」という、この部分に関しては、人口減少に伴う問題か

と思いますけれども、すっと読んでしまいますと、全ての土地全体に対する減退・喪失と

も読めてしまわれないかというところが、少し気になります。マーケットでは、立地にす

ぐれた都心部に関しては非常に需要が高くて、現在も価格が上昇しているということで、

都心集中がすごく顕著な状況になっている。一方で、利便性に劣る、収益性にも劣るとい

うようなところに関して、特に減退・喪失の問題がありますので、少し区別をして読める

ような形であってほしいと思いました。 

 それから１５ページですが、その前の１４ページからも関連しますけれども、空き地と

空き家を区別して記載されているということで、実際、空き家が除却されて空き地になり、

更地になったほうが活用しやすいというのは、そのとおりでありまして、こういった形で

書いていただくのは非常にわかりやすいと思います。ただ、ここで空き地という形で取り

あげていることが、１５ページ以降、空き家対策とか、「空き家」と書いてあるところと「空

き家・空き地」問題というふうに書いてあるところがございまして、これは区別して使わ

れているのか、それとも両方含めるべきなのか、そこがよくわからない。 

 例えば１５ページであれば、放棄宅地ということになりますので、空き地対策というよ
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うな形になるのかなと。空き家ももちろん含まれると思いますけれども、２つの用語が入

りますので、含めるところ、含めないところで考えていただければと思いました。 

 それから１６ページですが、これは資料１のほうでも出てくるところで、従前からいろ

いろな意見があって、スポットとかどうかということで、今回の個別条件に対応したとい

う形で書かれているのですけれども、どうもこれもしっくり来ないなというところ。 

 タイトルが、資料１に「最適な活用・管理」とあるんですけれども、中に「最適」と「創

造的」という２つの言葉がある中で、タイトルに「最適」だけが入っているというのが少

し気になってくる。宅地に関して、ストックマネジメントということで、主には空き家・

空き地をイメージしているのかと思いますけれども、例えば農地、森林を含めないという

ことでよろしいかの確認です。 

 例えばタイトルですが、この際、「土地利用の個別条件に対応した」という言葉を取って

しまって、「最適な土地活用、創造的活用と管理を実現」とか、個別の土地に関してきちっ

と考えていきましょうというところが出せればいいのかなと、そういう印象も受けており

まして、「個別条件」とあえて入れる必要があるのかどうかというところに関して、もう一

度検討していただければどうかと思います。 

 私たち不動産の評価をしている立場からすると、個別条件に対応して土地を利用すると

いうのは、ある意味当然でして、土地の面積も違いますし、形状も違いますし、行政的条

件も違うわけであって、どうしてもそういうことがイメージされてしまいますので、それ

ではない、より広い意味を持つという形であると、もうこの際取ってしまうということも

あり得るかなと思いました。これはご検討いただければと思います。 

 あと資料２の２４ページですけれども、１９行目のあたりに「住宅や宅地としての活用」

というものがあるのですけれども、住宅も宅地なんですね。後ろには空き店舗の問題とい

うような、駅前シャッター街の問題等も入っているようなんですけれども、住宅というの

であれば、じゃあ、商業地はどうなのかとか、工業地はどうなのかというところもあって、

これは多分空き家・空き地をイメージして住宅ということだと思いますけれども、空き店

舗の問題とか物流施設の問題等も含めていくのであれば、「宅地」とするか、あるいはもう

住宅、商業地、全て並べるかどうか。ここにだけ「住宅や宅地」という形が出てくるのは、

少し違和感を感じました。 

 これらの「活用や単一の目的・機能での活用」という部分に関しては、要するに従前の

既存の概念に伴う利用用途というものではなくて、新しい需要を喚起しましょうというこ
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とかと思いますので、そこがわかるような形に変えていただけると、よろしいかと思いま

す。 

 以上です。 

【中井部会長】  はい。事務局で今お答えできそうなところはございますか。 

【総務課企画専門官】  先ほど清水委員からも言われた７ページの書きぶりにつきまし

ては、ご指摘を踏まえて、いい書きぶりを考えたいと思います。 

 それから空き家と空き地の表現の使い分け、これにつきまして再度各箇所について検討

しまして、適切な表現にしたいと思います。 

 それから１６ページでございますけれども、なかなかここの３つのフェーズにおける、

今後の方向性をどういうふうに表現しようかということをいろいろ迷って、これまでもい

ろいろな委員の方からご意見をいただいたものを踏まえて、こういう表現にさせていただ

いておりまして。基本的にはこういう形でまとめられたらと思っておりますけれども、別

のいい表現があれば、ご意見をいただければと思います。 

 あと「最適」につきましては、これも最適活用のところで、これまでの人口増加局面を

想定したようなイメージがどうしてもするということもあって、最適活用と創造的活用と

いうふうに使い分けさせていただいたんですけれども、ここでのトータルとしての最適な

という言い方につきましては、一般的な名刺として使い方として最も適切な活用・管理と

いう意味合いで、使わせていただきたいと考えてございます。 

 それから最後の２４ページのご指摘は、ここで言っている宅地というのは住宅地だけで

はなくて、工業地や商業地、全部含めた意味での宅地という表現でございまして、ご指摘

も踏まえてどういうふうにしようか、その辺はちょっとご留意いただきたいということで

ございます。 

 以上でございます。 

【中井部会長】  はい。 

 では、ほかの委員の皆さん。はい、染谷委員どうぞ。 

【染谷委員】  私、首長の立場から、この新しい新たな土地施策の方向性ということで、

大変よくまとめられているなと思いながら、今回また最初から最後まで読み返してみたと

き、これはやはり都市部、市街地の話であって、地方においては農地と山林の土地施策を

語らなければ、この先の地方の土地施策は語れないのではないかという思いを、現実的に

は持っているんですね。例えば耕作放棄地なんかもう待ったなしで、農業経営も高齢化と
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後継者がないという問題の中で、本当に土地を売りたい、青地を白地にしたいという人ば

かりが増えてきてしまっている、そういう現状で、売れるものならすぐにでも売りたい人

たちがあふれている、そういう地方の問題もあって。 

 これはこれで一つ非常によくまとまっていると思いました。ただ一方で、地方の課題を

いろいろ考えるとき、山林とか、農地とか、こういったものの土地施策をどうやっていく

のかということもあわせて考えていかないと、全体としてのバランスがとれないかなとい

うのが、実は深く思った印象でした。 

 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 これはいかがですか。なかなか、主管としてはお答えしにくいかもしれませんが。 

【総務課企画専門官】  ご指摘は、今までも企画部会の中で農地の問題や山林、森林の

話はどうするのかということも、委員の皆様からいただいております。一方で、そちらの

ほうはむしろ宅地よりも状況が進行していて、それに対する対策も、国土交通省というよ

りは農林水産省さんのほうで、先行する問題に対してできる取り組みはされてきていると

いうこともあるので、国土交通省だからということではないんですけれども、これからは

宅地のマネジメント、そこが中心課題であろうということで、今回こういう形でまとめさ

せていただいてますけれども、おっしゃるように農地、山林の問題は非常に深刻だという

こともありますので、本文の中には幾つか、そういうことを念頭に置いた記述をさせてい

ただいておりますし、最後、３７ページの他の政策分野との連携ということの例示としま

しても、１８行目ですけれども、農業政策など密接に関連する分野との連携という形で、

認識はしていますということを記載してございます。 

 今後については、類似する例えば所有者不明土地の問題とか、いろいろ密接、不可分な

問題もあると思いますので、そこはしっかり連携して、取り組んでいく必要があると思っ

ております。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 ほかにはいかがでしょうか。浦川委員、どうぞ。 

【浦川委員】  今の染谷委員の農地との絡みにも絡むんですが、１７ページの１から５

行目、土地・不動産の最適活用、そして１８ページ目の８行目から１５行目にかけて、や

はり物流等を含め、この成長分野の土地需要が高まっていると。このため云々で、不動産

活用の円滑化を図ることが求められていると、こう書いてあるわけですが、その中には優
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良農地の保全、良好な景観の確保等のさまざまな土地利用上の課題との整合性を図る必要

があると。 

 この土地の最適活用の中で、物流が一つポンと出て、あと何カ所かに出ていたと思うん

ですが、戻りまして、８ページ目を見たとき、４行目の生産性向上や経済成長につながる

動きとして、新たな成長分野等における土地需要の発生とあるわけです。そして、いろい

ろ、などなどの理由により、８行目、観光・宿泊業、物流業、ヘルスケア等の新たな成長

分野において、土地・不動産に対する需要が拡大しつつあると。 

 で、次の１０ページの１０行目に、インバウンドの次にＥコマースがどんと出ているん

ですが、土地の需要の活用を高める中の一つの物流として、Ｅコマースだけがポンと浮い

ちゃっていて。実は物流の伸びというのは需要面と供給面からのいろいろなマッチングが

ありまして、例えばＥコマースの伸びというのは、サプライチェーンの中の販売チャネル

のオムニチャネル化ですね、多角化していく、複雑化していく、その中の一つがＥコマー

スであり、もう一つがリアルであり、その中間でありとあるわけですね。あとは、メーカ

ー物流から３ＰＬ業者へ、どんどんどんどんアウトソーシングしていって、メーカー物流

がなくなっていった。で、３ＰＬ需要がものすごく増えていった。こういったものは供給

面です。それから需要面では、やはり産業の日本のものづくりが大きく変わっていって、

海外へどんどん、どんどん、サプライチェーンがアジアスケールで伸びていった、グロー

バルに伸びていった、その中で、工場立地がぐんぐん減っていった、そしてそれが物流に

変わっていった。そういう供給面からの産業構造の転換による、供給面の変化もあるわけ

です。 

 ですので、Ｅコマースだけが物流を伸ばしているというのは、ちょっと狭義の意味にと

られてしまう可能性があるので、もうちょっと広く捉えたほうがいいのかなと思いました。 

 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 これはよろしいですか。 

【総務課企画専門官】  ご趣旨を踏まえて、修正について検討します。 

【中井部会長】  はい。 

 それでは、はい、保井委員どうぞ。 

【保井委員】  私は空き地対策のところについて、ちょっとコメントさせていただけれ

ばと思っているんですけれど。個別条件に対応した最適な活用管理ということで、今回最
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適活用は別として、創造的活用と放棄宅地化の抑制という２つが掲げられていて、恐らく

右から、できるだけ左の創造的活用のほうに持っていこうというようなことなんだろと思

うんですけれども。その中にエリアマネジメントという言葉がたくさん出てきて、これが

どうも、はっきり何をするのかわからないんだけど、何か頼みの綱みたいになっているよ

うな書きぶりだというのは、前もちょっと申し上げたところです。 

 今回ちょっと見てみて、何カ所か出てくるんですけれども、前のほうにも出てくるんで

すが、とりあえず２４ページの真ん中あたりに、ＮＰＯ等の地域のエリアマネジメント団

体による活用というふうに、「隠れた多様な需要を喚起」のところですね、にありまして、

ここでは恐らく地域住民などが主体になりながらＮＰＯをつくって、それがあまり市場活

用はされにくいようなものを、何か使っていくというようなイメージなのかなと思いまし

た。 

 その次の２５ページには、７行目のところに「土地利用を地域全体で安定的・継続的に

考えていくためのエリアマネジメントの仕組みが求められている」というふうにありまし

て、ここにおいてはどちらかというと、地域の中の土地利用の方向性を共有していくため

の狭義の仕組みとして、考えられているように読めるんですね。 

 さらにその次の２６ページに行きますと、３行目のところに「このため、行政、地域住

民や宅建業者を初めとする不動産に関するプロフェッショナル等がそれぞれの強みを生か

し連携する、協議会等のエリアマネジメントの仕組みを通じ、遠隔地での居住等のため不

要となった空き家・空き地等の寄附による受け入れや売却等により」、多様な需要を喚起し

つつというような形で、かなり市場のボトルネックをまさに排除して、みずから受け入れ

て売却するような、仲介機能を持っていくような書きぶりがしてあって、かなりいろいろ

ぶれているのが気になるところです。この辺を、ちょっと整理していただければなと思い

ます。 

 もともとちまたで言われているエリアマネジメントというのは、あまりこういう民のプ

ロパティを調整していくような機能までは持っていませんので、こういうようなものをつ

くるとすると、少しどこかに、例えば２５ページのところに、いわば空き地管理のための

エリアマネジメントみたいな、新しく定義するような形でそれがどんな機能を持っていく

のかということを、何か少しどこかではっきり書いてもらったほうが、ここに希望をおい

てみたものの、実際にこれは何もなかったみたいな話にならないかなというのを、危惧し

ます。 
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 この分科会の中でも、多分２７ページのところに、この最初のほうの研究会的なところ

で呼んだ地元の不動産業者の人たちがコーディネートして、狭小宅地や狭隘の道路の改修

を図っている例というようなことが、ここにも掲げられていて、これが多分先ほどのプロ

フェッショナルによる連携という形なんだと思うんですけれども。これは要するに、本当

に市場のボトルネックを外していくという仕組みで、恐らく今も幾つかの自治体で、こう

いうのは導入されていると思うんですけれども。 

 もう一つ先の、本当にここにも使われないような、それこそ自治体に寄附したいような

土地をみずから活用していく、というような主体として期待するのであれば、やはりそこ

はきちんと税制ですとか、前回の分科会で申し上げたような、アメリカにあるのはライト

ダウンみたいな、土地をほとんどただに近いような形で譲渡していくですとか、そのアメ

リカの場合はＮＰＯは固定資産税がかかりませんので、ほとんどコストなくして地域コミ

ュニティで活用していけるというような環境整備が図られないと、やはりここは、もらう

団体っていないと思うんですね。 

 なので、ちょっと整理をしていただいて、このボトルネックを調整していくエリアマネ

ジメントと、本当に動かない土地をいろいろな税制や、出口戦略の話は２５ページに書い

てあったんですけれども、そういう中で税制とか、土地の譲渡の特例みたいなものの検討

をして、コミュニティの中で低コストで管理できるようにする仕組みとか、そういうもの

の検討に向けた話などに、今から整理できるかわからないですけど、していただけると、

少し話が見えてくるかなと思いました。 

 以上です。 

【中井部会長】  はい。これはいかがでしょうか。 

【総務課企画専門官】  すみません、ここで言っているエリアマネジメントの機能の整

理まで、しっかりできるかわかりませんけれども、ちょっと表現、使い方についてはご相

談させていただきながら、修正を考えていきたいと思います。 

【中井部会長】  はい。 

 ほかにはいかがですか。では谷山委員、どうぞ。 

【谷山委員】  前回までの議論を踏まえて、非常によくまとまっていると思いました。 

 非常に細かいところを先に、２点ほど申し上げてから、質問が２つあるんですが。 

 最初に１１ページ目の、不動産とＩＴの融合の進展というところの１２行目に「ビジネ

スモデル」という表現があるんですけれども、その前段というのが「不動産のマッチング
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サービス、不動産クラウドファンディング、不動産価格査定サービス」とありまして、こ

れはビジネスモデルではないので、「不動産のマッチングサービス、不動産クラウドファン

ディング」、不動産価格査定というのを特出しするかというのはあれなんですけれども、

「不動産の情報分析サービスなどがある」ぐらいでもいいのかなと思いました。 

 もう１点、これも本当に、多分もうタイポだと思うんですけれども、２６ページ目のク

ラウドファンディングの脚注のところが「ｃｒｏｗ」になってて、このままだと鶏の鳴き

声になってしまうので、「ｃｒｏｗｄ」にされたほうがいいかなというところです。 

 主なコメントということでは、３０ページ目のところなんですけれども、多分今回のバ

ージョンから、主な施策のところに全て「当面の」というのがついたかと思うんですけれ

ど、この「当面の」というのはどれぐらいの期間のイメージなのか。本年度なのか、来年

度なのか、もしくはそこそこ長い期間を考えていらっしゃるのかという点と。 

 もう１点、その１１行目のところに、「オープンデータ化等を通じた不動産関連サービス

との有機的連携」という表現があるかと思うんですけれども、その中に３つ、両括弧で閉

じているものの最初の２つというのは、オープン化の促進、商業用不動産価格指数の開発

と、オープンデータ化的な話なんですけれども、有機的な連携ということを受ける部分と

いうのが、本当に最後の１行ぐらいしかなく、その前には二次利用が制限されるという結

構ネガティブな表現もある中で、もう少しその有機的な連携というのを、もちろん官側で

どういうふうな取り組みができるのか、もちろん民業圧迫的なところがあるかもしれませ

んけれども、それを不動産関連サービスと、国土交通省さんなりが持っていらっしゃるデ

ータであったり統計の数値と、有機的に連携できるような何らかの、当面の主な施策とい

うのがあるといいのかなと思いました。 

 以上です。 

【中井部会長】  はい。 

 ご質問も幾つかございましたようですけれど。 

【総務課企画専門官】  ご指摘いただいた修正については修正するようにします。「当面

の」につきましては、これまでのこういった都市政策の方向性の議論というのは、大体５

年おきぐらいにされてきたと思われますので、３年から５年ぐらいのスパンで取り組んで

いく話だという認識で書いてございます。 

 ただ、ここの主な施策というのを３年から５年以内にやればいいということではなくて、

できるものは直ちにできますし、まずは早期に取り組みを始めていくということで書いて
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ございますので。ただ、これのゴールとして念頭に置いているのは３年とか、５年とか、

そういうスパンでございます。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 辻委員は、まだ追いついておられませんか。 

 それでは、ちょっと私からも幾つか、お願いしたいことがございまして。３点です。 

 １つ目は、１４ページに「国民の意識等の変化」というパラグラフが立てられていて、

ここの最後のほうに、１５ページの４行目ぐらいから、カシニワみたいな脱市場化的な動

きというふうに書いてあって、これでもいいかなと思うんですけれども、国民の意識の変

化ということでは、やはり生活の質の向上だとか、例えば景観に対して、非常に良好な景

観を高く評価するみたいな、いろいろな状況調査的なものは、国交省や総務省でたしかや

られていると思うので、関連しそうなものをもう少し、特に土地をうまく使いながら、生

活の質を豊かにしていきたいんだというような調査資料があれば、ぜひそこは充実させて

いただけないかなというのが１つ目です。 

 それから２つ目は、２４ページの創造的活用の実現というところで、１７行目に「隠れ

た多様な需要の喚起等」というのがあって、ここに幾つか創造的活用の例として、隣地と

の一体活用とか、移住、起業、高齢者福祉のための活用とか列挙されています。このよう

な創造的活用は、確かに脱市場化的なものもあるんだけれども、実はこれをうまく引き出

してくると、その前に書かれているかなり成長分野に資するようなものも、中には含まれ

ているように思うんですね。 

 例えば高齢者福祉のための活用、これは空き地がかなり熟成した、成熟した住宅地で、

こういったことを展開していくというのはなかなか今では、ゾーニングの関係なんかもあ

って難しいんだけれども、そういうことが少し、まさに個別の土地条件に合わせて検討さ

れて、もっとオープンになっていけば、その前にはある種の成長が見込める産業みたいな

ことで書いてもあるので、少し成長に資するような部分もあると。 

 それから、起業なんかもそうですよね。例えば地方移住して、田園環境の中でＩＴを活

用した起業みたいなものも、最近は増えてきているというようなことを考えると、必ずし

も全部が脱市場化の話ばかりではなくて、萌芽的な状況では脱市場化かもしれないけれど

も、そういうことが積み重なっていけば、これは実はかなり成長にも資するようなところ

にまでつなげていくことができる、そういう可能性を有した創造的活用なんだということ

を、もうちょっと書き込んでいただけると、実は創造的活用は、この１の分野、最適活用
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にもつながっていくというような文脈が出てきて、いいのかなというふうに思いました。 

 今この３つの柱立てが、割合と独立的に書かれているんだけれども、そうじゃないんだ

ぞと。放棄のところも実は創造的活用につながっていくこともあるし、創造的活用は成長

のほうにつながっていくこともあるという、そういったそれぞれのところのつながりや連

関ですね、こういうのを少し触れていただけるといいかなと思いました。 

 それから３番目は、ちょっと問題提起というか、最後の３６ページなんですが、１３行

目から「災害リスクが高まっている中で、災害からハードで守る、安全な場所へ移転させ

る、危険を知らせるといった従来からの防災対策を補完する観点から」、問題はその次で、

「土地所有者が不要となった土地の寄附を活用した公的管理の必要性などについても検討

する必要がある」というのは、どういう意図で書かれているのか。なかなかこれ、かなり

重たい話だと思うんですよね。と、首長の染谷さんに、ご意見を聞いてもいいと思うんで

すけれども。 

 ちょっと文の意図が、なかなか正確に読み取れないので、例えば何か崖地で人がいなく

なったところを寄附されたら、それを公共団体が管理しますみたいな話だとしたら、非常

に重たい話がやや唐突に出てきているようにも思うので。どういうことを意図されて、こ

こで書かれているのか、教えていただければと思いますし、こういうことを検討すること

自体は、私は大変いいと思います。これが答えだとは必ずしも思いませんけれども、こう

いった災害リスクの高い土地をどうしていくかというのは、非常に大きな課題なので、こ

こで問題提起として出されること自体は非常にいいと思いますけれども、ちょっと安易な

公的管理とかいうことについては、大分議論しないといけないかなというような印象は持

っております。いかがでしょうか。 

【総務課企画専門官】  ここでも安易に寄附をどんどん受けるということでなくて、特

に危険な場所ではあるんですけれども、まだ居住ニーズがあると。ただしその家を持って

いる方は、引き続き居住する必要はないといったとき、今ですといろいろな予算や税など

を投入して、移転するような事業とかそういう仕組みはあるんですけれども、そうじゃな

くて行政がそういうところを引き取って管理をすることによって、そこの災害からの安全

性を少しずつ確保していくという方法もあるのではないかと。これは全然、具体策とかま

だそういうことにつながっているものではないんですけれども、そういう問題意識で一応

書かせていただいているところでありまして。 

 ちょっとこの段階でこういう表現で書くのがいいかというのは、もうちょっと考える必
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要があると思います。 

【染谷委員】  会長ありがとうございます。次に私、ここのところをお話ししたいなと

思っていたところでありました。 

 やはり今でも災害リスクの高い崖地に住んでいる方などの、移転のための補償費だとか、

補助金だとかいうものは出しております。しかしその今まで住んでいた土地の管理につい

て、行政が責任を持つということは今はないわけですよね。既にそういった崖崩れ、崩壊

危険箇所というのはものすごい数の指定をされておりまして、その管理だけでも予算は大

変苦しい立場に立っています。 

 ここにある公的管理の必要性というのが、土地が不要になった人の寄附まで受けるとな

ると、大変厳しいものがあるということと、それから先ほどのエリアマネジメントのとこ

ろに戻りますが、コミュニティによって地域の土地として管理されていくようなところが

増えていくということは、豊かな暮らしにつながっていくとは思うんですが、これは当然

税制の優遇といいますか、税控除等が伴わないと、地域はその土地を所有できないでしょ

うし、全体としてＫＰＩが示せるものについては、書き込んでいく必要があるのかなとい

うことを思いました。 

【中井部会長】  ありがとうございました。 

 ほかの皆さん、いかがでしょうか。はい、山野目委員どうぞ。 

【山野目委員】  ページでいいますと３５ページの一番下、①新たな管理システムのあ

り方の検討から始まって、３６ページの上半分に向けて議論が進んでいるところについて、

新たな表現の手直しのお願いというよりは、ここを含めて全体として、かなり表現を見直

していただいてよかったなということを、思い出を確認するような仕方で申し上げさせて

いただき、また今後の進め方についても、望んでいるところについて、若干の意見を述べ

させていただきたいと考えます。 

 この企画部会における調査、審議を顧みまして、所有者の所在が不明な土地や、所有者

が利用に熱意を失った土地の問題が深刻なものであることが、論点として認識されました。

ヒアリングに招かれた人がした意見陳述や、幾つかの委員の意見においても、そうした土

地が適切に公的管理のもとに置かれるような、仕組みの必要が説かれました。 

 半面において、委員の中からは、公的管理と言われるものの主体として想定される側に、

十分な準備や支援がないまま、論議が進むことへの懸念も表明されました。今までのバー

ジョンに比べて、全体として寄附という言葉が何かひとり歩きしていたような嫌いがあっ
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たところが、見出しに寄附という言葉が消えましたし、全体としてこの言葉を少し後ろに

下げるような、推敲をなさっていただいたものであろうというふうに受けとめました。こ

れはよかったものと感じます。 

 それと同時に、こうした幾つかの異なる視点からの議論は、いずれも有益なものであっ

たと考えられますし、次なる論議に進むためには、需要が明確になっているところから始

め、しっかりした立法事実の確認の上に、制度の考案がされなければならないという要請

に鑑み、当面、被災地復興や津波防災まちづくりなど、事前復興を推進するための需要が

認知されるところなどを主眼として、国土交通省が主管する制度の創設に赴くことが、よ

ろしいのではないかと感じます。 

 ３６ページの１行目からずっと、今まで以上に災害リスクというところに焦点を絞って、

国民的な納得感が得やすい場面に、かなり具体的な焦点を絞ったお話にしていただいたと

ころは、それまでのバージョンに比べると大変よいのではないかと感じます。私の直感で

は、そのことを強調して書いていただいた、３６ページの１行目から１２行目まで、かな

り当面の制度の見直しの根拠の説明や、今後の施策についての重要な点は、書き込まれて

いるのではないかというふうにも感じます。 

 次の１３行目から１６行目のこの４行の記述を、どうしても置かなければいけないお話

なのかということは、もう一度事務局において推敲していただき、委員の皆様方、この会

議の場に諮っていただければと思います。１２行目までで、繰り返しですけれど、かなり

のことは、今後の政策の方向性についての示唆として、説得力があるものになっているよ

うに感じます。 

 どうしても１３行から１６行目までを置くのであれば、１５行目の「土地所有者の不要

となった土地を活用した」というこのフレーズを、少し別なものに変えていただいたほう

がよろしいのではないでしょうか。公的管理の必要というものはやはりあるのであって、

この発想は維持していただきたいと感じますが、これは人によっても意見が異なるかもし

れませんけれど、私のイメージするところでは、被災地の現状やこれから将来被災地にな

ることを想定して、事前復興していかなければならない場所を想定したとき、行政が管理

をしたいと思う土地についての把握がうまくいかないから、そこを何とかしなければいけ

ないということが問題意識の中心に置かれなければいけません。行政が嫌がっているとこ

ろに寄附で押しつけるという発想が、何か時々寄せては返すように出てきますが、そうで

はなくて、むしろ被災地の市町村なんかまさに、本当にそこをやりたいんだけど、今の制
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度ではできないんで何とかしてくれということなのですから、そちらのほうに視線が絞ら

れていくような表現をめざし、今後の施策を見据えた推敲をしていただけると宜しいでし

ょう。 

 ですから、ここも寄附という言葉をむしろやめにして、被災地復興や事前復興のために、

必要とされる用地の問題を解決するための公的な管理の必要性というふうな、アングルの

絞り方をしていただくというようなことが、一つのアイデアとして考えられます。 

 維持した上で表現を手直すか、もうここの段落については存廃を含めて抜本的な見直し

をしていただくか、考えていただければよろしいと考えます。いずれにしても、それはこ

の企画部会の土地政策分科会の段階での結論として、さらに少し努力をしてドキュメント

の推敲を進めるということでありましょうが、そこから後は、具体的な制度づくりをして

いかなければならない段階に入ります。土地政策分科会が引き続き、それについて関心を

抱いていくという進め方がよろしいということを、私、土地政策分科会の一員として望み

ますし、あわせて国土審議会の他の部会における調査審議や、それとの連携なども視野に

含めて、国土交通省において、あるいは国土審議会においてお考えいただければ、幸いで

あると感じます。 

  

【中井部会長】  ありがとうございました。 

 はい、事務局。 

【総務課企画専門官】  では、何名かの委員の方から、３６ページの部分につきまして

意見をいただきましたので、次回の部会までにこの部分、抜本的な見直しも含めて検討し

たいと思います。 

【中井部会長】  はい、お願いします。 

 ほかには、清水委員、どうぞ。 

【清水委員】  ちょっとこれまでずっと気がついていなかったんですが、急に思い立っ

たことで恐縮なんですけれども。例えば６ページ目の３行目から６行目に、土地政策の基

本的役割、すなわち土地政策って何なのかということが買いてあって、これ大変いい文章

かなと思うんですが。これを土地政策とみると、都市計画のようなものも全部土地政策に

入りますよね。多分広く見れば当然入るんだろうと思いますが。そのときに、平成になっ

てからと申しますか、バブル崩壊以降やってきた土地政策、特に都市計画的なこととして

最も大きな特徴として、私はやはり容積率の緩和を許すような制度創設というのが、ずっ
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と続いてきたと思うんですね。これはまさに国民の暮らしとか、ここで言うところの「質

の高い国民生活の実現と国民経済の持続的な発展」とか、「自然的、社会的、経済的及び文

化的諸条件に応じた適正な利用」とか、こういうことにつながってくるもので、そういう

ような都市計画制度といいますか、特に地域地区制度の見直しとか、端的な例をいうと特

例容積率指定区域制度、ＪＲ東京駅の容積率を丸の内側に移すとか、そういうやつですね。

とにかく地域地区制度をかなりいじって容積率を緩和する制度ができて、それで成り立っ

ている再開発ですとか、そういうのも多いわけですが。 

 このあたりを、生産性向上のための動きというようなところがあるものですから、気に

なったんですね。こういうような話まで入れるべきなのか、ちょっと都市計画法にダイレ

クトにかかわるような話は、ここでは議論の対象としないのか。 

 要は宅地マネジメントと言われると、何でそういうのが入っていないのかなと疑問に思

う方もいるかもしれないなと思って、ちょっと不安になったものですから。この辺は今回

は議論の対象外であると言ってしまえばそれまでで、結構かなとは思うんですが。 

【中井部会長】  はい。いかがでしょうか。 

【総務課企画専門官】  広い意味では、これまでも土地政策の議論の中で、そういった

分野についても議論をしてきた経緯はございます。ただ、今回これまでの審議において、

そこの部分を課題として取り上げてきていないこともありますので、今回はそこは土地政

策の範疇でないと言い切れないものの、ここの中では明確には触れないという整理にして

おります。 

【清水委員】  はい、わかりました。 

【中井部会長】  はい。 

 ほかには。辻委員、よろしいですか。 

【辻委員】  全体としては皆さんのご指摘にありましたように、おおむねよい水準にな

っていると思います。が、先ほどから議論がありました３６ページの「土地所有者が不要

となった土地の寄附を活用した公的管理の必要性」というところです。ここについては、

誤解が多いと思います。一般的には、土地の寄附というと、かつて開発行為と合わせて土

地を提供させて、そこに公園や道路をつくって公的管理をしてきたというイメージが連想

されます。これは、ここで想定しているものと、随分、違っています。災害リスクの対処

は、また、別途考えることとし、ここは自治体の管理費用にもかかることで、先ほど抜本

的に考えるということだったので、しっかり見直してほしいと思います。 
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 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 ほか、いかがでしょうか。きょうのところは、これぐらいでよろしゅうございますか。 

 大変熱心に議論をしていただき、まことにありがとうございました。おおむね、本日委

員の皆様からは意見を言い尽くしていただいたように思いますので、このあたりで、多少

早いですけれども閉めさせていただければと思います。 

 次回の取りまとめに向けて、最初にご説明いたしましたけれども、事務局には企画部会

としての取りまとめ案を、そこに行くまでに多少まだ修正、修文が入るということですけ

れども、奥野国土審議会会長、御厨土地政策分科会会長にご報告いただき、両先生からも

ご意見を頂戴して、最終的な取りまとめ案という形にして、次回の部会でそれをご報告い

ただければと思っております。まだ作業が少しございますけれども、どうぞ事務局におか

れましては、よろしくお願いいたします。 

 それでは最後に、事務局から連絡事項がございましたら、よろしくお願いいたします。 

【総務課長】  本日、皆様方から細かい文言修正も含めて、いろいろご意見を頂戴して

おりますので、ちょっと一部につきましてはご相談させていただくなりさせていただいて、

取りまとめ案を作成できればと考えております。 

 また、先ほど部会長からお話がございましたように、奥野会長、御厨分科会長にもご報

告いたしまして、ご意見を伺ってまいりたいと考えております。 

 次回の企画部会でございますが、日程調整をさせていただきまして、７月下旬ごろを目

途に開催させていただければと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 本日はまことにありがとうございました。 

【中井部会長】  ちょっと一つ言い忘れておりました。本日欠席されている委員の皆さ

んにも丁寧に説明していただいて、ご意見を頂戴するようにしてください。どうぞよろし

くお願いいたします。 

【総務課長】  はい、了解いたしました。ありがとうございます。 

 どうもありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


